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Ⅰ 被災地においてＰＦＩ手法を活用する検討の支援 

 

第１ 本事業について 

１ 本業務 

(1) 本業務の目的 

本事業の目的は、釜石市において、釜石市沿岸部鵜住居地区のＪＲ山田線鵜住居駅前

に地域交流拠点を整備するにあたり、ＰＦＩ手法を活用した事業として案件形成するた

めの助言や必要な関連資料の作成等の支援を行なうことである。 

 

(2) 検討対象の概要 

本業務では、釜石市の要望を踏まえ、地域交流拠点施設だけでなく、地域交流拠点施

設整備と一体的に津波復興拠点整備事業で整備する周辺施設も検討対象とする。 

 

表 計画予定地の概要 

計画予定地 釜石市鵜住居地区 

※釜石都市計画一団地の津波防災拠点市街地形成施設（鵜住居地区）

で都市計画決定済 

敷地面積 約2.0 ha 

 

表 計画想定施設（津波復興拠点整備事業対象施設） 

施設名 施設内容 延床面積 

Ａ：地域交流拠点 物産施設、直売所、飲食施設、観光情報発

信施設、展示交流施設（メモリアルパーク

に付随する震災のアーカイブ機能）等 

約 1,000 ㎡ 

Ｂ：生活応援センター 出張所、公民館・集会所、山車保管庫等 約 500～700 ㎡ 

Ｃ：体育館 市民体育館 約 3,600 ㎡ 

Ｄ：メモリアルパーク 公園 約 2,000 ㎡ 

駐車場 一般車等 

※駐車場の台数については、施設の規模や

導入機能を踏まえて今後十分に検討する

必要がある。 

約 120 台 
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２ 支援の実施結果 

支援は次のとおり実施した。 

表 支援の実施結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)支援計画書の立案
・顔合わせ
・本事業に対する市の意見収集
・支援計画書内容のすり合わせ

2)前提条件の整理

・前提条件となる整理事項の確認
・資料提供のお願い
※市の関連事業、敷地条件、施設内容・想定規模、運
営・維持管理条件、関係法令等について

8-2)民活導入に対する地域内外の民間事
業者の意向把握

・調査先と調査内容の確認

2)前提条件の整理 ・整理結果の確認

5)概算工事費の整理 ・概算事業費設定方法について

6)事業性の整理 ・事業性の整理の考え方について

3回 12月16日
8-2)民活導入に対する地域内外の民間事
業者の意向把握

・ヒアリングの実施（市同席）

第3回 4回 12月27日 7)ＶＦＭ（案）の整理
・2）～5）を踏まえたＶＦＭ算定条件の整理結果について
・ＶＦＭ算定の考え方について

1月22日
8-2)民活導入に対する地域内外の民間事
業者の意向把握

・ヒアリングの実施（市同席）

8-1)観光拠点整備に係る課題整理 ・課題の整理

3)要求水準に定める基本的事項の整理
・要求水準書作成の考え方について
・本事業における重点ポイントの確認

4)リスク分担（案）の整理
・リスク分担の基本的な考え方について
・本事業で想定されるリスクの整理

7)ＶＦＭ（案）の整理 ・整理結果の確認

6)事業性の整理 ・最適な事業スキーム（案）の提示

9)年次計画の整理 ・年次計画（案）の提示

10)支援のとりまとめ
・事業スキーム最終調整
・まとめ

8-2)民活導入に対する地域内外の民間事
業者の意向把握

・調査結果の確認

(2)ＰＦＩ手法を活用した事業実施方法の整理
・要求水準書（骨子）・モニタリング基本計画（骨子）・実
施方針（案）の作成内容確認

1月23日

11月28日

1回

2回

7回

支援
回数

日程 主な議題の論点議題（仕様書項目）
派遣
回数

第6回 3月7日

第5回 2月18日6回

第4回 5回

第1回 11月15日

第2回
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第２ 支援計画の立案 

支援は、検討内容、検討方法、検討結果の一連の流れが把握できるよう、ひとつの支

援項目に対して「①準備回」及び「②支援回」の２回構成を基本として、支援計画書（案）

を作成する。 

表 ひとつの支援項目に対するについての支援の流れ 

 

 

 

 

表 支援計画への記載事項（例） 

支援計画書 

記載内容 

業務計画 業務全体の検討フロー、各業務で整理すべき論点 

支援内容計画 日程、議題、各回の支援の論点、決定すべき事項 

最終成果品 成果品の構成イメージ案 

留意事項 
市の内部コンセンサスを要する事項等、調整が必要となる事項等を早

期に把握することが工程管理上のポイントとなることに留意 

 

第３ 前提条件の整理 

１ 前提条件の整理の検討方法 

本事業は、釜石市の他の復興事業や同時期に整備が検討されている周辺施設との関連

が大きいことから、前提条件の整理においては、地域交流拠点施設だけでなく関連事業

等も加えた整理項目を抽出する。 

表 本事業において整理対象とする前提条件（案） 

項目 内容 

①基礎的前提条件

の整理 

・釜石市及び鵜住居地区全体のこれまでの復興事業の取組み、現状、

これからの方向性 

・本事業用地を含む区画整理事業の状況、周辺地域の復興事業の進

捗状況等 

・地域交流拠点整備に係る国・県等の支援施策動向等 

・先行類似事例の整理 

②計画予定地の敷

地条件の整理 

・都市計画、法的建築条件、インフラ状況、交通アクセス等 

・隣接地で検討中の公共施設の状況の整理 

・周辺地域の主要施設立地状況、産業・資源状況、土地の権利関係、

地価水準、等 

③施設整備に関す

る条件整理 

・整備目的（コンセプト）、導入機能、施設規模、設備性能、防災

機能等の整理 

・モデルプラン（全体配置計画、平面計画、断面計画の概略計画図）

の整理 

④維持管理・運営

に関する条件整理 

・施設の位置付け（公共施設／民間施設） 

・提供サービスと業務項目の抽出整理 

・管理運営主体（官民役割分担）、運営体制、管理運営区分等 

・本施設の機能以外の収益事業（施設）の可能性検討 

②支援回 

・検討結果の説明 

 

 

支援準備 

 

①準備回 

・検討方法の説明 

・検討内容に係る市へ

の条件確認 
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⑤事業推進に係る

関連法制度・財政

支援制度の整理 

・事業手法関連（ＰＦＩ法、地方自治法（指定管理者）等） 

・官民連携ファンド、復興ファンド、復興関連の補助金等の状況把

握、適用可能性等 

 

２ 前提条件の整理の検討内容 

(1) 基礎的前提条件 

図 復興まちづくり方針の整理と地域交流拠点の計画地の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「鵜住居・片岸」「東部」「唐丹」地域を重要地域として復興まちづくりを展開中 

 鵜住居・片岸地区 東部地区 

まち 

づくり 

方針 

  

現況 

●区画整理事業及び津波復興拠点事業の

都市計画決定（H25.3） 

●行政機能のほか、生活利便機能の再生、

雇用の場の創出が急務 

●区画整理事業及び津波復興拠点事業の都市計画決定

（H25.6）※都市計画変更含む 

●商業施設として「イオンタウン」が H26.3 開業予定 

●一部現地再建が進行中で、まとまった土地は少ない 

道の駅

整備ﾎﾟ

ﾃﾝｼｬﾙ 

◎ △ 

まとまった用地がある本地区が有効 候補地が出てくれば検討の余地あり 

復興まち

づくり 

住宅エリア 

学校施設 

エリア 

スポーツ 

施設エリア 

商店街・ 

公共施設エリア 

コンペで「シー

ラカンス」案が

特定 

ラグビーW 杯誘

致に向けた施設

整備を検討中 

商業施設は「イオンタウン」、 

公共施設は「文化ホール」「メディアセンター」 

「魚市場」「水産加工施設」「賑わい施設」「漁

港関連共同施設」等が検討中 
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(2) 計画予定地の敷地条件 

 

 

 

 

図 計画地周辺の整備予定（案）と留意事項の確認用資料（平成 25 年 11 月時点） 

駅前広場 

（0.27ha）

駐車場 

体育館 

（0.36ha） 

生活応援センター 

（0.26ha） 

 
地域交流拠点 

【留意事項②】 

交通動線（車・バス等）が集中し、渋滞が

発生しないか？ 

 ⇒駅周辺地区の円滑な交通動線の検討 

【留意事項③】 

駐車場位置が適切か？また、 

十分な駐車場台数が確保できているか？ 

 ⇒周辺の民地も含めた理想的な土地利用

計画の検討 

【留意事項⑦】 

高低差により、東側からアクセスできない 

 ⇒適切なアクセス方法の検討 

【留意事項⑤】 

角地の地権者はＪＡで、今後、大槌町で３

億円規模の直売所事業を展開 

 ⇒共同展開もしくは農産物は取り扱わな

い施設構成の検討 

【留意事項⑥】 

地権者４名で、その内２名は店舗の再建を

検討中 

 ⇒共同展開、共同化、もしくは一体的に

は行わないといった方針の検討 

下水処理施設 
【留意事項⑧】 

下水処理施設を検討中 

 ⇒一体的な事業にするかどうかの検討 

（⇒周辺施設の開業前に竣工する必要があるか） 

【留意事項①】 

周辺公共施設も一体的に整備することも可 

平成 27 年度中の着工がクリティカル 

 ⇒一体整備時のメリット、デメリット、

具体的な手法の検討 

 ⇒実現可能なスケジュールの検討 

【留意事項④】 

小学校が平成 28 年度中に開校予定 

 ⇒交差点周辺の渋滞、スクールゾーンへ

の配慮 



   6 

(3) 施設整備及び維持管理・運営に関する条件整理 

鵜住居地区における施設配置は、体育館の規模が異なる津波復興拠点の施設配置パターン①（中規模体育館パターン）及び津波復興拠点の施設配置パターン②（大規模体育館パターン）の２つの案に整理できる。本業務で

の最終案となった１案は以下のとおりである。 

図 津波復興拠点の施設配置パターン①（中規模体育館パターン） 

 

 

 

●駐車場（約 120 台）● 

・一般車：120 台 

 ※イベント時は周辺用地を臨時駐車場として活用 

●生活応援センター（約 500 ㎡～700 ㎡）● 

・被災した鵜住居地区生活応援センターを再建し、

地域振興の拠点として活用 

・周辺施設と連携できる諸室は周辺施設に委ねて、

コンパクトに整備（出張所 50 ㎡、和室 50 ㎡、調

理室 50 ㎡、玄関ホール 100 ㎡、倉庫 50 ㎡、山車

保管 100 ㎡、その他共用部等 100 ㎡で想定） 

・上記のほか、地域の方が利用できるコミュニティ

ホール 200 ㎡を整備することも考えられる 

・なお、上記施設の全部または一部は、駅西側の災

害公営住宅（集合住宅）の１階に入る可能性あり 

行政出張所

●メモリアルパーク（約 2,000 ㎡）● 

・震災で犠牲となられた方々の鎮魂の意を込めるととも

に、震災の記憶、記録を後世に残すための公園 

 

 
施設イメージ

（例示）

●市民体育館● 

・被災した釜石市民体育館の再建 

・市民のスポーツ振興のほか、地域のイベント

等にも活用し、地域に根ざした体育館を整備 

・災害時の避難場所としても活用 施設イメージ（例示）

メモリアル 

パーク 

市民体育館 

（＋生活応援センター）

地域交流 

拠点 

 

【展示交流施設（約 100 ㎡）】 

・鵜住居での被害状況を後世に伝えるアーカ

イブ機能を整備（経験、記憶の伝承） 

 

●地域交流拠点（約 1,000 ㎡）● 

◆山と海の結節点である当該地区に、復興の起爆剤となる地域住民

の交流拠点及び観光振興拠点を整備 

 

［情報発信施設＋待合室：約 80 ㎡］ 
・国道 45 号や三陸沿岸道路利用者、鵜住居

駅利用者等に対して、道路情報のほか、周

辺の山や海等の自然資源や歴史・文化資源

等の観光情報を提供 

・鵜住居駅の待合室としても利用 施設イメージ（例示） 

［交流ひろば］※大屋根の下の部分 
・地域の催事や交流イベント（青空市場、フリーマーケット、

屋台村等）時に利用できる広場を整備 

 

伝統行事 ワゴン屋台 マルシェ 

［地場産品直売所・物産施設：約 300 ㎡］ 
・漁協と連携し、市内の漁港で水揚げされた魚を中心とした海産

物（鮮魚・手づくり加工品）を販売（地域の生活を支える台所） 

・農産物は、地域のものを中心にしつつ、必要に応じて全国のも

のを取扱い ※大槌の大型直売所（ＪＡ運営）と要調整 

・また、地場産品を活用し、地域ブランドとなる加工品を開発・

販売（釜石ファンづくりに寄与） 

 

施設イメージ（例示） 

［コミュニティレストラン＆カフェ：約 150 ㎡］ 
・地域の特長を活かしたローカル色豊かな漁家料理、農家料理を

中心にメニューを構成し、地元食材にこだわった料理を提供 

・仮設商店街の店舗等を想定（食堂、パン） 

 

施設イメージ（例示） 

［貸し店舗：約 150 ㎡～］ 
・国道 45 号沿いや市内で店舗を営業してい

て被災されてしまった方向けの貸し店舗 

・周辺地権者（商店）にテナント貸しすると

ともに、土地を駐車場として借上げること

も想定される（借地代と賃料を相殺） 

地域の農産物・海産物 

施設イメージ（例示）

【観光トイレ（約 200 ㎡）】 

・本施設やメモリアルパークを訪れる人、周

辺観光に来た方たちが立ち寄って利用でき

るトイレ 

・男（大４個、小８個）、 

女１０個で想定 

 

施設イメージ（例示）

＜案①：中規模体育館パターン＞ 
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(4) 事業推進に係る関連法制度・財政支援制度の整理 

事業推進に係る関連法制度・財政支援制度については、以下の項目について整理す

る。本事業実施に際して、制約、課題等は認められない。 

 

ア ＰＦＩ方式で行う場合の法制度上の整理 

(ｱ) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（ＰＦＩ法） 

(ｲ) 地方自治法（指定管理者制度） 

(ｳ) 税制度の整理 

イ 復興に係る支援の整理 

(ｱ) 東日本大震災復興特別区域法 

 

第４ 要求水準書に定める基本事項の整理 

１ 要求水準書に定める基本事項の整理の検討方法 

要求水準書への基本的な記載事項を明確にした上で、本事業特性を踏まえた要求水準

書に定める基本事項の整理結果を確認する。整理は、本事業の特性を踏まえて、以下の

視点から行う。 

①鵜住居地区全体の復興事業推進状況、今後の復興状況を踏まえた要求水準 

②複数施設（地域交流拠点、生活応援センター、体育館、メモリアルパーク）のＰＦＩ事業に

対応した要求水準 

③事業開始後のモニタリングと減額システムに対応した要求水準 

④地球環境配慮、防災機能強化等、震災の経験を踏まえた公共施設としての要求水準 

⑤復興地域で行う地域性を踏まえた復興地域ＰＦＩ事業としての要求水準 

 

２ 要求水準書に定める基本事項の整理の検討内容 

本事業の要求水準書については、本事業の特性を踏まえて、以下の５つの視点を踏ま

えて基本事項の記載を行う。 

表 要求水準書に定める基本事項整理の５つの視点 

視点 考え方 

a.鵜住居地区全体の復

興事業推進状況、今後

の復興状況を踏まえた

要求水準 

復興地域におけるＰＦＩ事業については、計画地周辺がどのよ

うな復興の状況にあるのか、事業の進捗等についてどのような

リスクがあるのか、民間事業者の判断材料を可能な限り提示す

ることが望まれる。本事業においては、鵜住居地区における津

波復興拠点整備事業、その他周辺地域の動向等の事業進捗と本

事業との時期的な関係について要求水準書において整理し、記

載する必要がある。 

b.複数施設のＰＦＩ事

業に対応した要求水準 

 

本事業は、地域交流施設、生活応援センター、体育館、メモリ

アルパークというタイプの異なる施設をまとめるバンドル型

ＰＦＩ事業が想定される。このことから、施設の位置付け、根

拠法、施設設置管理条例、及び市の所管部署等が異なることが

想定されるため、要求水準の策定にあたり各施設の位置付けや

全体の管理運営について十分な整理を行うことが重要となる。
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これらについて十分な整理がなされないと、事業全体の一体性

が損なわれ、複数施設をまとめることによるメリットを相殺し

てしまうことになる。 

複数の施設をまとめるＰＦＩ事業の要求水準の策定にあたっ

て整理すべき事項を下表に整理する。要求水準書の策定にあた

ってこれらの事項の整理を通じて、官民及び官官の業務分担の

明確化を図るとともに、各機能の連携による相乗効果の創出や

無駄の排除等についての検討を行うことにより、バンドル型Ｐ

ＦＩ事業としてのメリットを高めることが期待できる。 

c. 事業開始後のモニ

タリングと減額システ

ムに対応した要求水準 

 

モニタリングと減額システムに連動する要求水準書として、

「達成／未達成」の判断ができる要求水準の設定を行う必要が

ある。要求水準書に定める要求項目は大きく「施設の使用可能

性（アベイラビリティ）」、「機能・サービスの水準（パフォー

マンス）」、「提出、報告等の期限を伴う行為（アクション）」の

３つの種別で構成され、それぞれ「達成／未達成」の判断基準

の内容が異なることとなる。アベイラビリティについては「施

設の使用可否の判断基準」、パフォーマンスについては「ＫＰ

Ｉ（Key Performance Indicator）」、アクションについては「実

施の判断基準」が必要となる。要求水準の設定にあたり、当該

要求内容がこれら３つの種別のどれに該当するのかを認識し、

「達成／未達成」の判断基準を想定して設定することが必要で

ある。 

d. 地球環境配慮、防災

機能強化等の震災を踏

まえた公共施設として

の要求水準 

これまでの一般的公共施設としての要求水準に加えて、震災の

経験を踏まえた防災機能、省エネルギー等地球環境機能等の高

次の要求に対応し、次世代型公共施設の要求水準の設定が必要

である。 

e. 復興地域で行う地

域性を踏まえた復興地

域ＰＦＩ事業としての

要求水準 

通常のＰＦＩ事業に比較して事業環境変化のリスク（公共側の

政策変更、市民ニーズの変化、民間側の市場環境変化等）が大

きいことに対応し、事業開始後の要求水準の見直し・変更への

対応の予定、公共及び民間からの要求水準変更手続き（プロセ

ス）の予定等、要求水準の見直しの柔軟性を確保する規定が必

要と考えられる。 

 

また、本事業における要求水準書の構成について、「業務要求水準書の基本的考え方」

（内閣府）に示される様式例をベースとし、本事業の事業特性を踏まえて整理する。 

 

第５ リスク分担（案）の整理 

１ リスク分担（案）の整理の検討方法 

リスク分担の基本的な考え方を明確にした上で、本事業の特性を踏まえたリスク分担

の考え方を確認する。本事業では、通常のＰＦＩ事業として認識されるリスク、被災地

域事業として認識されるリスク、バンドル型ＰＦＩ事業として認識されるリスクの視点

から整理する。 
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２ リスク分担（案）の整理の検討内容 

(1) 通常のＰＦＩ事業として想定されるリスク 

通常ＰＦＩ事業として想定されるリスクを次のとおり整理する。 

 

表 通常ＰＦＩ事業で想定されるリスク項目の分担（案） 

●：主分担 ▲：従分担 

区

分 
リスク項目 リスクの内容 

負担者 

市 事業者

共

通 

公募資料等のリスク 公募資料等の誤りに関するリスク ●  

応募リスク 応募費用の負担に関するリスク  ● 

契約締結リスク 市の責に帰すべき事由により事業契約が結べないリ

スク 
●  

事業者の責に帰すべき事由により事業契約が結べな

いリスク 
 ● 

政策リスク 政治上の理由ないし政策変更により、事業内容が変

更ないし中止となるリスク 
●  

法令変更リスク 本事業に直接関係する法令（税制度を除く）の変更、

新設に伴うリスク 
●  

上記以外の法令（税制度を除く）の変更、新設に伴

うリスク 
 ● 

税制度変更リスク 消費税の変更に関するリスク ●  

事業者の利益に課せられる税制度の変更（例：法人

税率の変更）、新設に伴うリスク 
 ● 

許認可取得リスク 事業者の責に帰すべき事由により取得すべき許認可

が取得できないことによるリスク 
 ● 

上記以外の事由により取得すべき許認可が取得でき

ないことによるリスク 
●  

住民対応リスク 事業者が行う業務に起因するリスク  ● 

上記以外に起因するリスク ●  

第三者賠償リスク 事業者が行う業務に起因するリスク  ● 

上記以外に起因するリスク ●  

事故リスク 事業者の責に帰すべき事由によって生じる事故リス

ク 
 ● 

上記以外の事由によって生じる事故リスク ●  

環境影響リスク 事業者が行う業務に起因するリスク  ● 

上記以外に起因するリスク ●  

債務不履行リスク 事業者の責に帰すべき事由による債務不履行リスク  ● 

上記以外に起因するリスク ●  

不可抗力リスク 暴風、豪雨、地震、火災、騒乱、暴動他の、市又は

事業者のいずれの責にも帰すことのできない自然的

又は人為的現象に起因するリスク 

● ● 

物価変動リスク 

 

施設整備期間中の物価変動リスク ▲ ● 

維持管理・運営期間中の物価変動リスク ● ▲ 

金利変動リスク 基準金利確定日以降の金利変動リスク  ● 

事業の中止・遅延リ

スク 

事業方針の変更等、市の責に帰すべき事由による事

事業の中止・遅延リスク 
●  

経営悪化等による事業者の倒産等、事業者の責に帰

すべき事由による事業の中止・遅延リスク 
 ● 
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区

分 
リスク項目 リスクの内容 

負担者 

市 事業者

要求水準未達リスク 事業者の責めに帰すべき事由により、事業期間中、

事業者が要求水準を満たせないリスク 
 ● 

上記以外の事由により、事業期間中、事業者が要求

水準を満たせないリスク 
●  

要求水準変更リスク 業者の責に帰すべき事由による要求水準変更リスク  ● 

上記以外の事由による要求水準変更リスク ●  

設

計

建

設 

段

階 

測量・調査リスク 市が実施した測量・調査に起因するリスク ●  

上記以外の測量・調査に起因するリスク  ● 

用地リスク 計画用地の確保、計画用地の土壌汚染、計画用地中

の障害物に起因するリスク 
●  

設計リスク 市の指示又は市の責めに帰すべき事由による設計変

更によるリスク 
●  

上記以外による設計リスク  ● 

開設遅延リスク 事業者の責めに帰すべき事由による開設遅延に起因

するリスク 
 ● 

上記以外の事由による開設遅延に起因するリスク ●  

施設損傷リスク 事業者が、施設を市に引き渡す前に生じた、施設や

材料の破損に関するリスク 
 ● 

施設瑕疵リスク 瑕疵担保期間内に発見された施設の瑕疵に関するリ

スク 
 ● 

上記以外の施設の瑕疵に関するリスク ●  

運

営 

維

持

管

理

リ

ス

ク 

経営リスク 施設の経営に関するリスク  ● 

地域交流拠点利用者

変動リスク 

地域交流拠点の利用者の変動による収入の増減に関

するリスク 
 

● 

 

その他利用者変動リ

スク 

メモリアルパーク展示施設及び体育館の利用者数の

変動による収入の増減に関するリスク 

● 

（※1） 

 

 

施設劣化リスク 事業者の責に帰すべき事由（適切な維持管理業務を

怠ったこと等）による施設の劣化に関するリスク 
 ● 

上記以外の事由による施設の劣化に関するリスク ●  

施設損傷リスク 

 

 

事業者の責に帰すべき事由による施設の損傷に関す

るリスク 
 ● 

上記以外の事由による施設の損傷に関するリスク ●  

水道光熱費変動リス

ク 

施設利用者数の変動による光熱水費の増減に関する

リスク 
▲ ● 

技術革新リスク 技術革新にともなう施設・設備の陳腐化リスク  ● 

移

管 

リ

ス

ク 

移管手続リスク 事業者の責に帰すべき事由による契約終了時の移管

手続、業務引継及び事業者側の清算手続に要する費

用の増大に関するリスク 

 ● 

上記以外の事由による契約終了時の移管手続、業務

引継及び事業者側の清算手続に要する費用の増大に

関するリスク 

●  

※１：今後、利用受付業務以外のイベント実施、利用促進業務等が想定される場合は、民間事業
者の負担もありうる。 

 

(2) 本事業特性から認識されるリスク 

本事業は、被災地域の事業であり、複数の施設をまとめるＰＦＩ事業であるという特

性を踏まえて認識されるリスクを次のとおり整理する。 
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表 本事業特性から認識されるリスク 

リスク項目 考え方 

■被災地域の事業として認識されるリスク 

a. 復興に係る政策変

更リスク 

 

復興に係る国等の支援制度の変更、復興基本計画等の上位計画

の変更リスクについては、可能な限りの情報を整理し、公募条

件に示すことでリスクを回避できる可能性が高くなる。なお、

発生した場合のリスク負担は、事業者がコントロールできない

リスクのため、公共負担を基本とする。 

b.周辺復興事業の変

更・遅延リスク 

 

 

津波復興拠点整備事業、インフラ整備等の本事業に係る周辺事

業の計画内容の変更及びスケジュール変更のリスクについて

は、周辺事業の計画等について可能な限り情報を整理し、公募

条件に示すことでリスクを回避できる可能性が高くなる。な

お、発生した場合のリスク負担は、事業者がコントロールでき

ないリスクのため、公共負担を基本とする。 

c. 復興交付金のリス

ク 

 

 

復興交付金交付時期や交付対象等の変動リスクについては、可

能な限りの情報を整理し、公募条件に示すことでリスクを回避

できる可能性が高くなる。なお、発生した場合のリスク負担は、

事業者がコントロールできないリスクのため、公共負担を基本

とする。 

d. 物価変動リスク（建

設期間、運営・維持管

理期間） 

 

震災の影響による資機材及び人件費の変動幅（ボラティリテ

ィ）の増加（急騰・急落等）のリスクについては、通常の物価

変動として民間リスクとする範囲を定義・限定し、それを超え

る変動は公共負担を基本とする。 

e. 不可抗力リスク（特

に地震・津波） 

 

特に地震・津波に対して保険による手当が困難となるリスクに

ついて、保険付保が困難なリスクについては、公共負担を基本

とする。 

■複数の施設をまとめるＰＦＩ事業として認識されるリスク 

f.ニーズ変動・陳腐化

リスク 

 

複合した機能のうちの一部機能に対するニーズ減少・陳腐化リ

スクについては、機能転換の容易性確保を要求水準に反映する

ことでリスクを回避できる可能性が高くなる。機能転換の容易

性を確保した上で、更に適切な事業期間を設定することで、民

間事業者のリスクとすることも可能となるが、市判断での機能

転用等については公共のリスク負担を基本とする。 

g.民間コンソーシアム

のガバナンスリスク 

 

民間事業者の構成企業数の多数化に伴うＳＰＣガバナンス低

下のリスクについては、公募条件での代表企業の役割を強化す

ることで、リスクを回避できる可能性が高くなる。 
 
 

第６ 概算事業費の整理 

１ 概算事業費の整理の検討方法 

釜石市で現状想定している本事業に係る費用項目の金額を確認する。概算事業費につい

ては、釜石市で想定している本事業に係る費用や積算根拠を確認した上で、未設定の費

目について類似事例等を参考に設定する。 
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２ 概算事業費の整理の検討内容 

整理にあたっては、各業務内容のイメージや当該業務費用の積算根拠、金額について

整理し、本事業に係る費用項目の一覧を作成する。 

図 費目一覧表（例） 

 

 

第７ 事業性の整理 

１ 事業性の整理の検討方法 

事業性を整理するための検討事項と検討にあたっての考え方は以下のとおりである。 

 

表 事業性を整理する為の検討事項 

検討項目 検討事項 検討にあたっての視点・考え方 

1 

事業範囲及

び官民の業

務分担 

本事業で想定される業務（設計

/建設/維持管理/運営）につい

て、官民の役割分担や各々の

持つ運営ノウハウ等を勘案しつ

つ、市と民間の業務分担を検討

・法制度上の範囲内で民間に委ねること

が可能な業務か 

・被災地に整備する地域交流施設という

視点で、防災機能関連等の必要不可欠

な業務の役割分担を整理 等 

施設名 Ａ：地域交流拠点
Ｂ.生活応援センタ

ー 
・・・ 

施設概要（機能・用途） 
 

  

規模 

（敷地面積・延べ床面積等） 

 

  

（１）スケジュール    

  

土地取得    

造成    

インフラ整備    

着工    

供用開始    

（２）計画地について       

  
業務内容       

概算費用       

（３）インフラ整備について       

  
業務内容       

概算費用       

（４）各業務について       

 １）資金調達（施設整備）       

  
調達方法       

交付金（名称、交付額）       

 ２）設計       

 ３）建設       

 ４）運営       

 ５）維持管理       

・・・    

・本事業実施に必要な費用項目 

・費用の根拠となる業務内容、積算根拠 

・その他留意事項 

を一覧に整理する。 
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2 
事業スキー

ム 

①の事業範囲に基づいて、本

事業の事業形態（BTO・BOT、

DBO、定期借地方式・・・）を検

討 

・地域交流施設を整備するにあたっての

各スキームの課題及び対応策を検討

等 

3 支払方法 

独立採算型又は混合型を中心

に支払スキームについて検討 

・事業採算性はどの程度想定されるか 

・各収入項目について収入増減の官民

リスク負担の考え方の整理 等 

4 

民間収益事

業（施設）の

検討 

地域活性化及び収益性の向上

の観点から、実施可能な独立採

算事業の実施について検討 

・本施設との相乗効果により地域活性化

と収益性を向上させる事業はあるか 等

・事業内容、施設規模等の設定の考え

方の整理 等 

 

２ 事業性の整理の検討内容 

(1) 事業範囲の検討 

本事業をＰＦＩ事業として実施した場合に、各業務が釜石市及び民間事業者のどち

らの事業範囲とすべきかについて検討する。 

なお、本整理における対象施設及び検討する業務範囲は以下のとおりである。 

表 事業範囲の検討対象整理表 

施設名 
土地 

造成 

資金 

調達 
設計 建設 

維持 

管理 
運営 

Ａ：地域交流拠点 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｂ：生活応援センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｃ：メモリアルパーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｄ：体育館 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

表 本事業におけるＰＦＩ事業範囲の整理（案） 

※●：主分担 

業務分類 No 業務項目 市 事業者 備考 

(ｱ)土地造成 a 土地造成業務 ●  事業計画地の土地の造成 

(ｲ)資金調達 a 資金調達  ● 
初期投資費用の調達（※一部施設は

国からの交付金を想定） 

(ｳ)設計 

a 調査業務 ● ▲ 

事業計画地の測量、地質調査等（※

事業実施段階における独自の調査

業務は事業者業務範囲） 

b 
設計業務（基本設計、実

施設計） 
 ● 

施設の基本設計・実施設計（Ｄ：体

育館は除く） 

c その他関連業務  ● 建築確認申請等 

(ｴ)建設 

a 建設業務  ● 施設の建設工事（Ｄ：体育館は除く）

b 備品設置業務  ● 施設への備品設置業務 

c 工事監理業務  ● 建設工事に関わる工事監理業務 

d 施設引渡業務  ● 施設の引渡業務 

(ｵ)運営 

a 地域交流拠点運営業務  ● 地域交流拠点運営業務 

b 利用受付業務  ● 
体育館及びメモリアルパーク展示

施設の利用受付業務 
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業務分類 No 業務項目 市 事業者 備考 

c その他運営業務  ● イベントの企画・実施等 

(ｶ)維持管理 

a 
建築物・建築設備保守管

理業務 
 ● 建築物、建築設備保守管理 

b 
駐車場・外構・植栽保守

管理業務 
 ● 駐車場、外構、植栽の保守管理 

c 清掃・環境衛生業務  ● 
日常清掃、定期清掃、ビル管理法対

応等 

d 保安業務  ● 巡回警備又は機械警備等 

e 修繕業務  ● 
事業期間中に必要となる修繕を全

て 

 

(2) 事業スキームの検討 

事業方式を、a 事業計画策定に関して検討すべき項目、b 事業運営の安定性に関し

て検討すべき項目、c 公共の財政支出削減に関して検討すべき項目、の 3項目につい

て定性的な比較・整理を行った結果は以下のとおりである。 

表 各事業方式の定性的比較結果の整理 

検討項目 従来方式 ＤＢＯ方式
ＰＦＩ方式 

ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 ＢＯＯ方式

事
業
計
画
策
定
段
階 

実施方針策定
から契約締結
までのスケジ
ュール 

○ 
（～1年程
度） 

○ 
（1年程度）

○ 
（1年程度）

○ 
（1年程度） 

○ 
（1年程度）

競争性の確保

○ 
（一定の競
争性を確
保） 

○ 
（一定の競
争性を確保）

○ 
（一定の競
争性を確
保） 

○ 
（一定の競
争性を確保） 

○ 
（一定の競
争性を確
保） 

先行類似事例
の有無 

○ 
（多数存
在） 

△ 
（存在） 

○ 
（多数存
在） 

○ 
（多数存在） 

○ 
（多数存
在） 

事
業
運
営
の 

安
定
性 

リスク分担 
× 

(全て公共)

△ 
（ＰＦＩと
比較して公
共の負担増）

○ 
（官民でリ
スク分担を
構築） 

○ 
（官民でリ
スク分担を
構築） 

○ 
（官民でリ
スク分担を
構築） 

倒産隔離 

○ 
（公共主体
のため破綻
なし） 

△ 
（金融機関
の監視機能
なし） 

○ 
（金融機関
の監視機能
あり） 

○ 
（金融機関
の監視機能
あり） 

○ 
（金融機関
の監視機能
あり） 

公
共
の
財
政
支
出 

削
減 

調達金利 
○ 

（公共起債
は低金利）

○ 
（公共起債
は低金利）

△ 
（民間調達
金利は高金
利） 

△ 
（民間調達
金利は高金
利） 

△ 
（民間調達
金利は高金
利） 

財政支出の平
準化 

× 
（不可） 

× 
（不可） 

○ 
（可能） 

○ 
（可能） 

○ 
（可能） 

補助金 
（交付金）の適

用 

○ 
（交付あ
り） 

○ 
（交付あり）

○ 
（交付あ
り） 

△ 
（事業終了
時に交付） 

△ 
（事業終了
時に交付）

公租公課 
○ 

（なし） 
○ 

（なし） 
○ 

（なし） 

△ 
（固定資産
税等が発生） 

△ 
（固定資産
税等が発
生） 
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(3) 事業形態の検討 

本施設の特徴を勘案し、事業形態の検討を行った結果は以下のとおりである。 

表 各施設における支払形態（案） 

施設名 支払形態 

Ａ：地域交流拠点 

混合型 

※施設整備費相当をサービス購入料でまかない＋運営・維

持管理業務について独立採算型とする 

Ｂ：生活応援センター サービス購入型 

Ｃ：メモリアルパーク サービス購入型 

Ｄ：体育館 サービス購入型 

 

(4) 事業期間の検討 

「先行類似ＰＦＩ事例における事業期間の視点」、「大規模修繕の視点」、「財源等の

視点」、の 3つの視点から事業期間の検討を行った結果は以下のとおりである。 

表 事業期間の検討結果 

設計・建設期間 期間 

実施方針の策定～民間事業者の募集・選定期間 1 年 

施設整備期間 

設計期間（基本・実施）

建設期間

2年 

（1年） 

（1年） 

運営・維持管理期間 15 年 

事業全体 17 年 

 

 

第８ ＶＦＭ（案）の整理 

１ ＶＦＭ（案）の整理の検討方法 

ＶＦＭ算定の基本的な考え方及び本事業における設定条件の確認を行い、ＶＦＭ算定

を行う。 

 

２ ＶＦＭ（案）の整理の検討内容 

ＶＦＭ算定にあたっては、以下の設定条件を使用する。 

表 ＶＦＭ算定にあたっての設定条件 

削減率 施設整備費、維持管理費、及び運営費に係る削減率について、一

律 5％及び 10％で設定のうえ、削減効果を確認する 

資本金 3,000 万円（地域交流拠点施設の運営費の約 1％） 

金利等 「元利均等返済」「固定金利」 

民間事業者の 

短期借入金利 
1.475％

短期プライムレート（平成 25 年 10 月 10 日以降）の最

頻値 

民間事業者の 

長期借入金利 
2.058％

LIBOR（平成 26 年 1 月 20 日 10 時）の 15 年もの金利：

1.308%＋スプレッド 0.750% 

割引率 2.59％ 
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ＶＦＭ算定にあたっての設定条件を踏まえ、ＶＦＭを算定した結果は以下のとおりである。 

 

表 ＶＦＭシミュレーション（削減率１０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ＶＦＭシミュレーション（削減率５％） 

 

■現在価値換算による事業方式別の財政負担削減割合の比較（従来方式からの削減額５%） 

ＰＳＣ 

ＤＢＯのＬＣＣ 

ＰＦＩのＬＣＣ 

市の財政支出額 約１１．９億円 

市の財政支出額 約１０．９億円 

市の財政支出額 約１０．７億円 

■実額による事業方式別の財政負担削減割合の比較（従来方式からの削減額５%） 

ＰＳＣ 

ＤＢＯのＬＣＣ 

ＰＦＩのＬＣＣ 

市の財政支出額（15 年間） 約１３．６億円 

市の財政支出額（15 年間） 約１２．２億円 

市の財政支出額（15 年間） 約１３．６億円 

削減額 約 1.4 億円 

（約 10％） 

削減額 ▲約 500 万

円 

削減額 約 1.0 億円 

（約 9％） 

削減額 約 1.2 億円 

（約 10％） 

■現在価値換算による事業方式別の財政負担削減割合の比較（従来方式からの削減額10%） 

ＰＳＣ 

ＤＢＯのＬＣＣ 

ＰＦＩのＬＣＣ 

市の財政支出額 約１１．９億円 

市の財政支出額 約１０．３億円 

市の財政支出額 約１０．１億円 

■実額による事業方式別の財政負担削減割合の比較（従来方式からの削減額10%） 

ＰＳＣ 

ＤＢＯのＬＣＣ 

ＰＦＩのＬＣＣ 

市の財政支出額（15 年間） 約１３．６億円 

市の財政支出額（15 年間） 約１１．５億円 

市の財政支出額（15 年間） 約１２．９億円 

削減額 約 2.0 億円 

（約 15％） 

削減額 約 0.7 億円 

（約５％） 

削減額 約 1.6 億円 

（約 14％） 

削減額 約 1.8 億円 

（約 15％） 
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第９ その他の支援を希望する事項の整理 

１ 観光拠点整備に係る課題整理 

本事業の計画地である鵜住居地区での観光拠点整備に係る課題については、事業収支の

面での事業性の有無が最重要事項である。よって、地域交流拠点に係る事業収支シミュレー

ションを行う。 

 

表 地域交流拠点の収支シミュレーション結果（最終案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産者の方の収入 

約 1.5 億円／年 

（15 年間で約 23 億円） 

※物産施設分も含む 

維持管理費 

約 0.1 億円／年（約 1.8 億円） 

水光熱費 

約 0.07 億円／年（約 1.1 億円）

その他 

約 0.15 億円／年（約 2.3 億円）

人件費 

約 0.3 億円／年（約 4.5 億円） 

施設使用料 

約 100～500 万円／年（約 0.5 億
）

地域住民の方は、 

年間約 1.8 億円の収入 

（15 年間で約 27 億円）

釜石市は、 

15 年間で約 5,000 万円の収入 

＜ ＯＵＴ ＞ 

 

 

地場産品直売所 

約 1.7 億円／年 

（15年間で約 26 億円） 

物産施設 

約 0.1 億円／年（約 1.5 億円） 

レストラン・カフェ 

約 0.3 億円／年（約 4.5 億円） 

その他（自販機・テナント） 

約 0.1 億円／年（約 1.5 億円） 

＜ ＩＮ ＞ 

 

 

 

 

地域交流拠点売上 

約 2.2 億円／年 

（15 年間で約 33 億円） 

 

 

施設運営に関わる費用 

約 0.6 億円／年 

（15 年間で約 9億円） 

●初期投資● 

約３億円～４億円 
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２ 民活導入に対する地域内外の民間事業者の意向把握 

(1) ヒアリング対象 

ヒアリングは、釜石市と協議のうえ、以下のとおりに実施した。 

 

表 ヒアリング実施対象 

実施日 実施対象 

平成 25 年 12 月 16 日（月） 

20：00～22：00
地元（鵜住居地区）住民 

平成 26 年 1 月 22 日（水） 

20：00～22：00
地元（鵜住居地区）住民及び商業者 

平成 26 年 2 月 25 日（火） 

10：00～11：00

全国規模の運営企業Ａ社 

※指定管理者実績多数 

平成 26 年 2 月 26 日（水） 

10：00～11：00

全国規模のイベント企画運営企業Ｂ社 

※スポーツイベント、展覧会、地域祭等実績多数 

平成 26 年 3 月 7日（金） 

10：00～11：00

全国規模の建設企業Ｃ社 

※被災地での実績多数 

 

(2) ヒアリング結果 

ヒアリング項目は以下のとおりとした。 

①当該事業の事業性について 

②配置イメージについて 

③事業リスクについて 

④事業参画の可能性について 

⑤事業を進めるうえでの課題 
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第１０ 年次計画の整理 

地域交流拠点の平成 29 年 4 月の供用開始を見据えたＰＦＩ事業スケジュールは以下

のとおりである。 

 

表 地域交流拠点のＰＦＩ事業スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１ 支援のとりまとめ 

１ 本事業の事業スキーム（案） 

これまでの検討を踏まえて、本事業の事業スキーム（案）を以下のとおりまとめる。 

 

表 ＰＦＩ事業スキーム（案） 

No 項目 内容 

 対象施設 Ａ：地域交流拠点 

（約 1,000 ㎡） 

 

・地場産品直売所・物産施設（約 300 ㎡） 

・レストラン・カフェ（約 150 ㎡） 

・貸店舗（約 150 ㎡～） 

・情報発信施設・待合室（約 80 ㎡） 

・メモリアルパーク展示交流施設（約 100 ㎡）

・観光トイレ（約 200 ㎡） 

Ｂ：生活応援センター（約 500 ㎡～700 ㎡） 

Ｃ：体育館（約 4,000 ㎡） 

※本業務での検討を踏まえて、当初想定の 3,600 ㎡から変更 

Ｄ：メモリアルパーク（約 2,000 ㎡） 

駐車場（約 120 台） 

01 事業方式 ＰＦＩ方式（ＢＴＯ型）又はＤＢＯ方式 

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

○ ○

①基本計画の策定

②導入可能性調査

③実施方針の策定・公表

④特定事業選定・公表（ＶＦＭ算定）

⑤公告
（募集要項、要求水準書、様式集、契約書案）

⑥提案書受付（入札）

⑦審査・事業者決定

⑧契約協議・締結

⑨設計

⑩建設工事

⑪運営・維持管理

平成29年度

議会

事業
検討
段階

募集
選定
段階

事業
実施
段階

段階
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

債務負担議決 契約議決

設計7ヶ月＋確認申請2ヶ月

建設9ヶ月（供用開始準備期間含む）

竣工・供用開始
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02 支払形態 混合型 

※事業者の収入は、市からの施設整備費相当のサービス購入料＋独立

採算事業（飲食・物販業務）による収入＋利用受付業務に対するサー

ビス購入料 

03 

 

事業期間 設計・建設期間 2 年間※開業準備期間を含む 

維持管理・運営期間 15 年間 

04 

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
範
囲 

ア．資金調達業務 ・ 資金調達業務（主に初期投資費用の調達） 

イ．設計業務 ・ 調査業務 

・ 設計業務（基本・実施設計） 

・ その他関連業務（建築確認申請等） 

ウ．建設業務 ・ 建設工事業務 

・ 備品設置業務 

・ 工事監理業務 

・ 施設引渡業務 

エ．運営業務 ・ 地域交流拠点運営業務 

・ メモリアルパーク展示施設の管理業務 

・ 体育館の管理業務 

・ その他関連業務 

オ．維持管理業務 ・ 建築物保守管理業務 

・ 建築設備保守管理業務 

・ 備品等保守管理業務 

・ 外構等保守管理業務 

・ 清掃業務 

・ 保安業務 

・ 環境衛生管理業務 

・ 修繕業務 

・ その他関連業務 

カ．その他 ・ 消耗品（地域交流拠点のみ） 

・ 光熱費（地域交流拠点のみ） 

 

２ ＰＦＩ事業実現に向けた課題 

支援を通して認識した鵜住居駅周辺地区整備ＰＦＩ事業を実現するために今後取り

組むべき事項は以下のとおりである。 

 

(1) 前提条件の確定 

ア 体育館の規模と利用イメージの精査 

イ 生活応援センターの機能と規模、財源の精査 

ウ メモリアルパークの規模と利用イメージの精査 

(2) 地域交流拠点整備の施設内容の精査 

ア 事業の収益性向上策の検討 

(3) 鵜住居地区の確実な事業推進に向けた関連計画の策定 

ア 鵜住居地区まちづくりグランドデザインの策定 

イ 津波復興拠点整備事業基本計画の策定 
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Ⅱ ＰＦＩ手法を活用した事業実施方法の整理 

 

第１ 要求水準書（骨子） 

本事業における要求水準書の構成及び基本的な内容等を示す骨子を整理する。要求水

準書の構成は以下のとおりである。 

表 要求水準書の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ モニタリング基本計画書（骨子） 

本事業におけるモニタリング基本計画書の構成及び基本的な内容等を示す骨子を整

理する。モニタリング基本計画書の構成は以下のとおりである。 

表 モニタリング基本計画書の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ ＰＦＩ手法を活用した事業実施方法の整理  

１ 要求水準書 

Ⅱ 総論 

１ 業務要求水準書の位置付け 

２ 事業概要 

３ 民間事業者に期待する役割 

４ 管理者等の役割 

５ 適用法令 

Ⅲ 施設整備業務 

１ 総論 

２ 前提条件 

３ 設計業務の要求水準 

４ 設計業務の要求水準 

５ 建設業務の要求水準 

Ⅳ 維持管理・運営業務 

１ 総論 

２ 前提条件 

３ 維持管理業務の要求水準 

４ 運営業務の要求水準 

Ⅴ 添付資料 

Ⅰ 総論 

１ 目的・位置付け 

２ 体制 

３ 対象業務 

Ⅱ 施設整備業務モニタリング 

１ モニタリングの方法 

２ 未達の場合の措置 

Ⅲ 維持管理・運営業務モニタリング 

１ モニタリングの方法 

２ モニタリングの種別 

３ 未達の場合の措置 
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第３ 実施方針（案） 

本事業における実施方針（案）を作成する。実施方針（案）の構成は以下のとおりで

ある。 

表 実施方針の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業内容に関する事項 

２ 特定事業の選定方法等に関する事項 

Ⅱ 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者選定の方法 

２ 選定の手順及びスケジュール 

３ 入札参加者の備えるべき参加資格要件 

４ 審査及び選定に関する事項 

５ 審査結果及び評価の公表方法 

６ 落札者決定後の手続き 

７ 提出書類の取り扱い 

Ⅲ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

１ 予想される責任及びリスクの分担  

２ 提供されるサービス水準 

３ 事業者の責任の履行に関する事項 

４ 市による事業の実施状況の監視 

Ⅳ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

１ 施設の立地条件 

２ 施設の概要 

Ⅴ 事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

１ 事業計画及び事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置 

Ⅵ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

１ 事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

２ 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

３ 不可抗力等の事由により事業の継続が困難となった場合 

４ その他の事項 

５ 金融機関と市の協議 

Ⅶ 法制上及び財政上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 

１ 法制上及び財政上の措置に関する事項 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

３ その他支援に関する事項 

Ⅷ その他特定事業の実施に関し必要な事項 

１ 議会の議決 

２ 応募に伴う費用負担 

３ 問合せ先 

別紙１ リスク分担表（案） 

別紙２ 位置図 

様式１ 実施方針に関する質問・意見書 

様式２ 実施方針に関する説明会への参加申込書
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Ⅲ 被災地におけるＰＦＩの活用に関する課題等整理 

 

第１ 被災地におけるＰＦＩ手法の活用に関する課題等整理 

１ 鵜住居駅周辺地区整備へのＰＦＩ手法活用について 

地域交流拠点、生活応援センター、体育館、メモリアルパークという複数の施設をま

とめてＰＦＩ事業化することでスケールメリットと事業の柔軟性がうまれ、設計、建設、

維持管理、運営の各業務において民間事業者が創意工夫を発揮できる範囲が拡大する。

また、独立採算型が想定される地域交流拠点とサービス購入型が想定される生活応援セ

ンター、体育館、メモリアルパークをまとめることで、事業者が事業期間中に収入を一

定程度確実に得ることができる事業スキームとなり、地域交流拠点を単体でＰＦＩ事業

化することに比べ、事業の安定性が高まると考えられる。 

しかしながら、地域交流拠点では直売所が中心となるなど、本事業への地元商業者の

協力は不可欠であり、また鵜住居地区の復興のためには、地元住民の協力が不可欠であ

る。このように、市、ＰＦＩ事業者、地元商業者が継続的に事業を進めていくための仕

組みをＰＦＩ事業スキームに組み込む必要があることが本事業の大きな課題であると

いえる。 

 

２ 鵜住居駅周辺地区整備へのＰＦＩ手法導入に係る課題と解決策 

鵜住居駅周辺地区整備へＰＦＩ手法を導入するにあたっての課題と解決策を以下の

とおりである。 

 

(1) エリアマネジメントの実施 

鵜住居地区全体としてまちづくりをまとめていく為に、鵜住居地区の将来ビジョンと

なる「まちづくりグランドデザイン」やまちづくりの基幹となる施設整備に向けた「津

波復興拠点整備基本計画」を策定し、鵜住居地区に必要な機能、施設、規模を明確に整

理し、取りまとめていくべきである。 

 

(2) 庁内のＰＦＩ推進体制の確立 

ＰＦＩ推進に向けては、関係課を統括し、ＰＦＩ事業を進めていく体制を整えること

が不可欠である。本事業においては、津波復興拠点エリアの一体性や利便性創出のため

に、当該エリアで最も大きな位置づけのある施設の担当課が、整備予定の施設担当課の

相互調整及び進捗管理を行う方法が有効である。 

 

(3) 地域住民等の関与方策の検討 

鵜住居地区内で地元商業者の再建意向があるものの建物整備、用地確保の観点から再

建が進んでいない状況がある。地元商業者のニーズを把握したうえで、必要に応じて地

域交流拠点内に再建の場を確保し、商業集積メリットを創出する方策も有効であるとい

える。 

(4) 民間事業者や国等との積極的な協議による実践的かつ実行力のある事業化の検討 
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本事業の早期実現に向けて、復興交付金の交付条件等の現在の復興の枠組みが障壁と

なる場合には、国と積極的な協議を行い、事業化に向けて推進する必要がある。 

 

(5) ＰＦＩの手続き短縮の検討 

本調査は民間からの提案を基に調査が依頼されたものである。通常のＰＦＩ事業であ

れば、ＰＦＩ導入可能性調査から、ＰＦＩ事業内容の精査、実施方針の作成、特定事業

選定に至る事業の検討は公共が実施するが、本事業においては、本調査を基に民間にＰ

ＦＩ事業内容の精査の提案や実施方針案の提案を求め、その期間に市において鵜住居地

区の「まちづくりグランドデザイン」や「津波復興拠点整備基本計画」を作成すること

で、実施方針の策定までの期間を短縮することが可能である。 

 

３ 同種の復興事業を実施する際の留意点 

同種の復興事業を実施する留意点は以下のとおりである。 

 

(1) ＰＦＩ推進体制の確立 

復興事業では、当該事業だけでなく、関連する復興事業との調整が不可欠である。当

該整備施設の担当課だけでなく、関係課を横断したＰＦＩ推進体制の確立が事業の早期

実現に向けて有効である。 

 

(2) 地域の関与方策の検討 

復興事業にＰＦＩ事業を真に効果的に活用する為には、事業が持続的に運営されるよ

う、地元商業者や地域住民の事業への関与が不可欠である。民間事業者募集時に一定の

地域関与も条件のひとつとする方策の検討も必要である。 

 

(3) 施設整備費に係る物価変動への対応の検討 

被災地の復興の本格化に伴い、建設工事に係る物価上昇と人手不足がますます深刻化

してきている。被災地の復興工事における、施設整備費に係る物価変動への対応を検討

する必要がある。 


